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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等にかかる主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 

回次 第18期中 第19期中 第20期中 第18期 第19期 

会計期間 

自平成17年 
５月１日 

至平成17年 
10月31日 

自平成18年
５月１日 

至平成18年 
10月31日 

自平成19年
５月１日 

至平成19年 
10月31日 

自平成17年
５月１日 

至平成18年 
４月30日 

自平成18年 
５月１日 

至平成19年 
４月30日 

売上高 （千円） 873,894 918,186 834,430 3,172,659 3,127,048

経常損益 （千円） △700,549 △460,004 △496,854 △77,569 84,423

中間（当期）純損益 （千円） △421,811 △283,892 △468,252 61,221 40,606

持分法を適用した場合の
投資利益 

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 929,890 929,890 929,890 929,890 929,890

発行済株式総数 （千株） 3,813 3,813 3,813 3,813 3,813

純資産額 （千円） 4,111,434 4,235,654 4,014,611 4,596,632 4,552,366

総資産額 （千円） 4,853,200 4,834,060 4,661,463 5,585,788 5,386,691

１株当たり純資産額 （円） 1,087.39 1,120.25 1,061.79 1,215.72 1,204.01

１株当たり中間（当期）
純損益金額 

（円） △111.56 △75.08 △123.84 16.19 10.74

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益金
額 

（円） － － － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － 15.00 10.00

自己資本比率 （％） 84.7 87.6 86.1 82.3 84.5

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） △732,863 △400,242 △432,069 66,846 292,988

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） △165,642 △187,478 △138,397 110,005 △311,531

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） △140,635 △125,955 △91,145 △210,686 △195,450

現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

（千円） 665,508 957,138 795,209 1,670,814 1,456,821

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者
数〕 

（人） 
244 

〔108〕
228

〔112〕
242

〔110〕
247 

〔139〕
249

〔141〕



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

(2）労働組合の状況 

 当社には、労働組合はありませんが、労使関係は安定しております。 

  

  

  平成19年10月31日現在

従業員数（人） 242（110） 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、米国経済減速に伴い輸出の伸びが鈍化し、所得の低迷や住民税増税による負担増か

ら個人消費が伸び悩むなど、総じて景気の回復テンポは緩やかでありました。また、当印刷業界に影響を与える個人消費や住

宅関連等の内需がふるわない状況から、印刷の受注単価の低下ならびに価格競争の激化の様相を呈してまいりました。 

  

 このような経営環境におきまして、当社の年間売上高のおよそ75％を占める学校アルバムは、卒業時期の3月、すなわち下

期に売上が集中いたしますので、当中間会計期間の業績は次のとおりとなりました。当中間会計期間の売上高は、前年同期比

9.1％減の834百万円となり、中間会計期間の損益につきましては、前述のとおり卒業アルバムの売上が下期に集中いたします

ので、例年損失計上いたしており、当中間会計期間は、経常損失496百万円（前年同期比36百万円損失増）となり、特別損失

として会計基準の変更による役員退職慰労金の過年度分173百万円を一括して引当金計上いたしたため、中間純損失468百万円

（前年同期比184百万円損失増）となりました。 

  

部門別の状況は次のとおりであります。 

  

〔学校アルバム部門〕 

  学校アルバム部門におきましては、中間会計期間の学校アルバム部門の売上は、主として卒業式後納品のアルバムとなりま

すが、少子化の影響による総量の減少、単価の下落が続いており、当中間会計期間の学校アルバム部門の売上は、前年同期比

6.6％減の508百万円となりました。 

  

〔一般商業印刷部門〕 

  一般商業印刷部門におきましては、内需不振や景気の地域間格差等の影響により、印刷発注量も伸び悩み、また印刷単価の

低下もあり、当中間会計期間の一般商業印刷部門の売上高は、前年同期比12.8％減の326百万円となりました。 

  

    （注）上記の数字には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

    当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業利益の下期偏重による税引前中間純損失

663,301千円をはじめ、有形固定資産の取得および定期預金の預入等による支出があり、長期借入金の返済を進めましたので、

当中間会計期間末には795,209千円（前年同期末比16.9％減）となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動におけるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果費消した資金は、432,069千円（前年同期比8.0％増）となりました。 

 これは、主に営業利益の下期偏重により税引前中間純損失が663,301千円計上されたこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果費消した資金は、138,397千円（前年同期比26.2%減）となりました。 

 これは、主に定期預金の預入や有形固定資産の取得等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果費消した資金は、91,145千円（前年同期比27.6%減）となりました。 

 これは、長期借入金の返済による支出53,400千円および剰余金の配当による支出額37,745千円によるものであります。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 当社の販売実績のおよそ75％（年間ベース）を占める学校アルバムは卒業時期の３月（下期）に販売が集中するため、事業

年度の上半期の販売実績と下半期の販売実績との間に著しい相違があり、上半期と下半期の販売実績に季節変動があります。 

 当中間会計期間末に至る１年間の販売実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

部門別 生産高（千円） 前年同期比（％） 

学校アルバム 507,307 △5.6 

一般商業印刷 325,697 △13.0 

合計 833,004 △8.6 

部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

学校アルバム 793,587 △9.1 542,086 △18.7 

一般商業印刷 328,507 △14.1 25,850 5.0 

合計 1,122,094 △10.6 567,936 △17.9 

部門別 販売高（千円） 前年同期比（％） 

学校アルバム 508,133 △6.6 

一般商業印刷 326,297 △12.8 

合計 834,430 △9.1 

部門別 前事業年度の下期（千円） 当中間会計期間（千円） 計（千円） 

学校アルバム 1,829,997 508,133 2,338,131 

一般商業印刷 378,864 326,297 705,161 

合計 2,208,861 834,430 3,043,292 

  割合（％） 72.6 27.4 100 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画していた設備のうち完了したものは、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

  

(2）当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

事業所及び所在地 設備の内容 
投資額
（千円） 

完了年月
完成後の増加
能力 

本社及び工場 
（北九州市門司区） 

コンピュータシステム 40,000 平成19年7月 － 

その他の設備 13,683 平成19年10月 － 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(5）【大株主の状況】 

  
 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 12,889,000 

計 12,889,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成19年10月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成20年１月29日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 3,813,000 同左 ジャスダック証券取引所 － 

計 3,813,000 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年５月１日～
平成19年10月31日 

－ 3,813 － 929,890 － 1,691,419 

    平成19年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

松本 政敬 北九州市小倉北区 528 13.85 

松本 敬三郎 北九州市小倉北区 443 11.62 

松本 敬明 東京都渋谷区 332 8.71 

ソシエテジェネラルエヌ 
アールエイエヌオーディ 
ティティ 
（常任代理人 香港上海銀行
東京支店） 

（東京都中央区日本橋三丁目11番1号） 314 8.23 

株式会社大分銀行 大分県大分市府内町三丁目４番１号 144 3.78 

松本 誠介 神戸市東灘区 102 2.68 

マツモト社員持株会 北九州市門司区社ノ木一丁目２番１号 100 2.64 

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神二丁目13番１号 95 2.49 

サカタインクス株式会社 大阪市西区江戸堀一丁目23番37号 90 2.36 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7番1号 85 2.23 

計 － 2,233 58.58 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 3,000株（議決権の数3個）含まれて

おります。 

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものです。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

 

  平成19年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
普通株式    32,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  3,780,000 3,780 － 

単元未満株式 普通株式    1,000 － － 

発行済株式総数 3,813,000 － － 

総株主の議決権 － 3,780 － 

    平成19年10月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社マツモト 
北九州市門司区社
ノ木一丁目２番１
号 

32,000 － 32,000 0.84 

計 － 32,000 － 32,000 0.84 

月別 平成19年５月 平成19年６月 平成19年７月 平成19年８月 平成19年９月 平成19年10月

最高（円） 549 555 552 541 501 501 

最低（円） 500 480 520 470 470 435 



第５【経理の状況】 
  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第19期の中間会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、第

20期の中間会計期間（平成19年５月１日から平成19年10月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第19期の中間会計期間（平成18年５月１日から平成18年10月31日まで）の中

間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第20期の中間会計期間（平成19年５月１日から

平成19年10月31日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

 

    
前中間会計期間末 

（平成18年10月31日） 
当中間会計期間末

（平成19年10月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   1,357,138   1,295,209 1,856,821  

２ 受取手形 ※4 96,978   76,728 93,593  

３ 売掛金   226,339   200,071 455,153  

４ たな卸資産   104,147   101,205 113,272  

５ 繰延税金資産   237,749   243,240 48,839  

６ その他   16,867   23,081 18,269  

貸倒引当金   △21,000   △27,500 △26,500  

流動資産合計     2,018,221 41.8 1,912,036 41.0   2,559,452 47.5

Ⅱ 固定資産          

(1)有形固定資産 ※1,2        

１ 建物   410,409   393,227 403,799  

２ 機械及び装置   796,101   686,612 718,733  

３ 土地   929,190   929,190 929,190  

４ その他   40,654   29,987 31,659  

有形固定資産合計     2,176,355 45.0 2,039,017 43.8   2,083,382 38.7

(2)無形固定資産     76,360 1.6 56,242 1.2   65,020 1.2

(3)投資その他の資産          

 １ 投資有価証券   271,430   386,348 399,580  

２ 保険積立金   103,276   103,325 103,277  

３ その他   191,417   167,494 178,978  

貸倒引当金   △3,000   △3,000 △3,000  

投資その他の資産
合計 

    563,124 11.6 654,167 14.0   678,836 12.6

固定資産合計     2,815,839 58.2 2,749,427 59.0   2,827,239 52.5

資産合計     4,834,060 100.0 4,661,463 100.0   5,386,691 100.0

           

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金   139,104   123,084 256,592  

２ 一年以内に返済予
定の長期借入金 

※１ 122,800   16,300 69,700  

３ 賞与引当金   97,000   100,000 95,000  

４ その他 ※３ 116,548   125,294 310,772  

流動負債合計     475,453 9.8 364,679 7.8   732,064 13.6



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成18年10月31日） 
当中間会計期間末

（平成19年10月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※１ 16,300   － －  

２ 退職給付引当金   106,653   103,817 102,261  

３ 役員退職慰労引当
金 

  －   178,354 －  

固定負債合計     122,953 2.6 282,171 6.1   102,261 1.9

負債合計     598,406 12.4 646,851 13.9   834,325 15.5

           

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金     929,890 19.2 929,890 19.9   929,890 17.3

２ 資本剰余金          

(1）資本準備金   1,691,419   1,691,419 1,691,419  

資本剰余金合計     1,691,419 35.0 1,691,419 36.3   1,691,419 31.4

３ 利益剰余金          

(1）利益準備金   77,000   77,000 77,000  

(2）その他利益剰余
金 

         

別途積立金   1,730,000   1,730,000 1,730,000  

繰越利益剰余金   △208,476   △390,039 116,022  

利益剰余金合計     1,598,523 33.1 1,416,960 30.4   1,923,022 35.7

４ 自己株式     △15,395 △0.3 △15,395 △0.3   △15,395 △0.3

株主資本合計     4,204,438 87.0 4,022,875 86.3   4,528,937 84.1

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券
評価差額金 

    31,216 0.6 △8,263 △0.2   22,428 0.4

評価・換算差額等合
計 

    31,216 0.6 △8,263 △0.2   22,428 0.4

純資産合計     4,235,654 87.6 4,014,611 86.1   4,552,366 84.5

負債純資産合計     4,834,060 100.0 4,661,463 100.0   5,386,691 100.0

           



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１   918,186 100.0 834,430 100.0   3,127,048 100.0

Ⅱ 売上原価     1,112,506 121.2 1,071,592 128.4   2,465,243 78.8

売上総損失     194,319 △21.2 237,161 △28.4   － －

売上総利益     － － － －   661,805 21.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    268,894 29.2 265,328 31.8   584,417 18.7

営業損失     463,214 △50.4 502,490 △60.2   － －

営業利益     － － － －   77,388 2.5

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   823   1,251 2,076  

２ 受取配当金   1,832   3,001 2,594  

３ その他   1,304   1,541 3,561  

営業外収益計     3,960 0.4 5,794 0.7   8,232 0.3

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   750   159 1,196  

営業外費用計     750 0.1 159 0.0   1,196 0.1

経常損失     460,004 △50.1 496,854 △59.5   － －

経常利益     － － － －   84,423 2.7

Ⅵ 特別利益          

 １ 投資有価証券売却
益 

  3,255   12,793 23,566  

 ２ 固定資産売却益   －   37 －  

  特別利益計     3,255 0.4 12,831 1.5   23,566 0.8

Ⅶ 特別損失          

 １ 投資有価証券売却
損 

  9,988   952 9,988  

 ２ 固定資産除却損   7,084   5,136 14,268  

 ３ 固定資産売却損   78   － 108  

 ４ 役員退職慰労金   3,000 
 

－ 3,000 
 

 ５ 役員退職慰労引当
金繰入額 

  － 173,189 － 

  特別損失計     20,151 2.2 179,278 21.5   27,366 0.9

税引前中間純損失     476,901 △51.9 663,301 △79.5   － －

税引前当期純利益     － － － －   80,623 2.6

法人税、住民税及
び事業税 

  －   － 44,489  

法人税等調整額   △193,008 △193,008 △21.0 △195,049 △195,049 △23.4 △4,472 40,016 1.3

中間純損失     283,892 △30.9 468,252 △56.1   － －

当期純利益     － － － －   40,606 1.3

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年5月1日 至平成18年10月31日） 

  

 （注） 平成18年7月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余
金 

利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備
金 

利益準備
金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年4月30日 残高 
（千円） 

929,890 1,691,419 77,000 1,081 1,720,000 141,049 1,939,130 △15,395 4,545,045

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △56,715 △56,715   △56,715

特別償却準備金の取崩(注)     △1,081 1,081 －   －

別途積立金の積立（注）     10,000 △10,000 －   －

中間純損失     △283,892 △283,892   △283,892

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額) 

     

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － △1,081 10,000 △349,526 △340,607 － △340,607

平成18年10月31日 残高 
（千円） 

929,890 1,691,419 77,000 － 1,730,000 △208,476 1,598,523 △15,395 4,204,438

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年4月30日 残高 
（千円） 

51,586 51,586 4,596,632

中間会計期間中の変動額  

剰余金の配当（注）   △56,715

特別償却準備金の取崩(注)   －

別途積立金の積立（注）   －

中間純損失   △283,892

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額) 

△20,370 △20,370 △20,370

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△20,370 △20,370 △360,978

平成18年10月31日 残高 
（千円） 

31,216 31,216 4,235,654



当中間会計期間（自平成19年5月1日 至平成19年10月31日） 

  

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余
金 

利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備
金 

利益準備
金 

その他利益剰余金
利益剰余金合
計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成19年4月30日 残高 
（千円） 

929,890 1,691,419 77,000 1,730,000 116,022 1,923,022 △15,395 4,528,937

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △37,810 △37,810   △37,810

中間純損失     △468,252 △468,252   △468,252

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額) 

     

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － △506,062 △506,062 － △506,062

平成19年10月31日 残高 
（千円） 

929,890 1,691,419 77,000 1,730,000 △390,039 1,416,960 △15,395 4,022,875

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年4月30日 残高 
（千円） 

23,428 23,428 4,552,366

中間会計期間中の変動額  

剰余金の配当   △37,810

中間純損失   △468,252

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額) 

△31,691  △31,691 △31,691

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△31,691 △31,691 △537,754

平成19年10月31日 残高 
（千円） 

△8,263 △8,263 4,014,611



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年5月1日 至平成19年4月30日） 

  

 （注） 平成18年7月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余
金 

利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備
金 

利益準備
金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年4月30日 残高 
（千円） 

929,890 1,691,419 77,000 1,081 1,720,000 141,049 1,939,130 △15,395 4,545,045

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     △56,715 △56,715   △56,715

特別償却準備金の取崩(注)     △1,081 1,081 －   －

別途積立金の積立（注）     10,000 △10,000 －   －

当期純利益     40,606 40,606   40,606

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

     

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － △1,081 10,000 △25,027 △16,108 － △16,108

平成19年4月30日 残高 
（千円） 

929,890 1,691,419 77,000 － 1,730,000 116,022 1,923,022 △15,395 4,528,937

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年4月30日 残高 
（千円） 

51,586 51,586 4,596,632

事業年度中の変動額  

剰余金の配当（注）   △56,715

特別償却準備金の取崩(注)   －

別途積立金の積立（注）   －

当期純利益   40,606

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△28,158 △28,158 △28,158

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△28,158 △28,158 △44,266

平成19年4月30日 残高 
（千円） 

23,428 23,428 4,552,366



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前中間会計期間

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日）

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日）

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純損益 

  △476,901 △663,301 80,623 

減価償却費   117,413 102,597 234,863 

退職給付引当金の増
加額及び減少額(△) 

  3,417 1,556 △975 

役員退職慰労引当金
の増加額 

  － 178,354 － 

賞与引当金の増加額   2,000 5,000 － 

貸倒引当金の増加額   3,900 1,000 9,400 

未払事業所税の減少
額 

  △5,731 △5,676 △55 

受取利息及び受取配
当金 

  △2,655 △4,253 △4,671 

支払利息   750 159 1,196 

投資有価証券売却益   △3,255 △12,793 △23,566 

投資有価証券売却損   9,988 952 9,988 

固定資産売却益   － △37 － 

固定資産売却損   78 － 108 

固定資産除却損   7,084 5,136 14,268 

売上債権の減少額   256,300 271,984 30,906 

たな卸資産の増加額
（△）及び減少額 

  9,099 12,067 △26 

その他流動資産の増
加額 

  △3,149 △5,837 △3,260 



  

 

    
前中間会計期間

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日）

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日）

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

仕入債務の減少額   △133,892 △133,507 △16,405 

その他流動負債の増
加額及び減少額
（△） 

  △68,559 △73,254 2,319 

未払消費税等の減少
額 

  △72,545 △71,144 △1,591 

その他   － △48 △0 

小計   △356,659 △391,046 333,125 

利息及び配当金の受
取額 

  2,668 4,756 4,137 

利息の支払額   △660 △85 △1,001 

法人税等の支払額   △45,591 △45,693 △43,271 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △400,242 △432,069 292,988 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △100,000 △100,000 △100,000 

投資有価証券の取得
による支出 

  △83,919 △165,128 △294,121 

投資有価証券の売却
による収入 

  74,429 160,400 171,798 

有形固定資産の取得
による支出 

  △89,118 △41,596 △112,349 

有形固定資産の売却
による収入 

  72 252 2,100 

無形固定資産の取得
による支出 

  △1,680 △2,376 △1,680 

その他投資の増加に
よる支出 

   △67 △1,699 △95 

その他投資の減少に
よる収入 

  12,804 11,751 22,815 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △187,478 △138,397 △311,531 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日）

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日）

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

長期借入金の返済に
よる支出 

  △69,400 △53,400 △138,800 

配当金の支払額   △56,555 △37,745 △56,650 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △125,955 △91,145 △195,450 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
減少額（△） 

  △713,676 △661,611 △213,993 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,670,814 1,456,821 1,670,814 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 957,138 795,209 1,456,821 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

      

(1）有価証券の評価基準及

び評価方法 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

    同左 期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

(2）たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

製品・仕掛品・原材料 製品・仕掛品・原材料 製品・仕掛品・原材料 

総平均法に基づく原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1)有形固定資産 

定率法 同左 同左 

  ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定

額法。少額減価償却資産（取

得価額が10万円以上20万円未

満の減価償却資産）について

は、３年間で均等償却。 

    

  なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

    

  建物     18～45年     

  機械及び装置   10年     

    （会計方針の変更） ───── 

    法人税法の改正（所得税法の

一部を改正する法律 平成19

年3月30日法律第6号及び法人

税法施行令の一部を改正する

政令 平成19年3月30日政令

第83号）に伴い、平成19年5

月1日以降に取得したものに

ついては、改正後の法人税法

に基づく方法に変更しており

ます。当該変更に伴う損益に

与える影響は軽微でありま

す。 

  

    （追加情報） ───── 

    平成19年4月30日以前に取得

したものについては、償却可

能限度額まで償却が終了した

翌事業年度から5年間で均等

償却する方法によっておりま

す。当該変更に伴う損益に与

える影響は軽微であります。 

  

  

  



 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2)無形固定資産 

  定額法 同左 同左 

  なお、自社利用ソフトウェア

については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法。 

    

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

  一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2)賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しており

ます。 

同左 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額の当事業年

度負担額を計上しておりま

す。 

  

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づき

当中間会計期間に発生してい

ると見込まれる額を計上して

おります。 

  

  

  

同左 

  

  

  

  

  

  

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務に基づき計上して

おります。 

  

  

  

  

  ───── (4)役員退職慰労引当金 ───── 

     役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

会計期間末要支給額を計上し

ております。 

  

  

  

  



  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

    （会計方針の変更）   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  役員退職慰労金は従来支出時

の費用として処理しておりま

したが、当中間会計期間から

「租税特別措置法上の準備金

及び特別法上の引当金又は準

備金並びに役員退職慰労引当

金等に関する監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会

平成19年4月13日 監査・保

証実務委員会報告第42号）を

適用し、内規に基づく中間会

計期間末要支給額を役員退職

慰労引当金として計上する方

法に変更しております。これ

に基づく当中間会計期間の引

当金繰入額は当期発生額を販

売費及び一般管理費に5,165

千円、過年度発生額を特別損

失に173,189千円計上いたし

ております。この結果、従来

と同一の方法を採用した場合

と比べ、営業損失及び経常損

失は5,165千円、税引前中間

純損失は178,354千円増加し

ております。 

  

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、要求払預金及

び容易に換金可能であり、かつ価

値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３カ月以内

に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同左 キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、要求払預金及び容

易に換金可能であり、かつ価値の

変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３カ月以内に償

還期限の到来する短期投資からな

っております。 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1)消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

───── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準） 

当中間会計期間から「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年12月9日企業会計基

準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会平成17年12月9日 

企業会計基準適用指針第8号）を適用して

おります。なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は4,235,654千円であり

ます。 

  当事業年度から「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年12月9日 企業会

計基準第5号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成17年

12月9日 企業会計基準適用指針第8号）

を適用しております。なお、従来の「資

本の部」の合計に相当する金額は、

4,552,366千円であります。 

      



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年10月31日） 
当中間会計期間末

（平成19年10月31日） 
前事業年度末 

（平成19年４月30日） 

※１．担保提供資産 長期借入金（１年以内に返済予定

額含む）97,200千円に対して下記

の資産を担保に供しております。

長期借入金（１年以内に返済予定

額含む）16,300千円に対して下記

の資産を担保に供しております。

長期借入金（１年以内に返済予定

額含む）44,400千円に対して下記

の資産を担保に供しております。

  
  
建物 241,899千円

土地 339,376千円

計 581,276千円

建物 233,488千円

土地 339,376千円

計 572,864千円

建物 237,616千円

土地 339,376千円

計 576,992千円

※２．有形固定資産の減価償

却累計額 
3,962,305千円 4,077,346千円 4,030,829千円 

※３．未払消費税等 仮払消費税等と仮受消費税等を相

殺のうえ、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

仮払消費税等と仮受消費税等を相

殺のうえ、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

───── 

※４．中間期末日満期手形 ───── ───── 期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処

理しております。 

なお、当期末日は金融機関の休日

であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれておりま

す。 

        受取手形 22,889千円



（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年5月1日 至 平成18年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

当中間会計期間（自 平成19年5月1日 至 平成19年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

※１.当社の売上高は、事業

年度の上期と下期とで著しい

相違があります。なお、当中

間会計期間末に至る１年間の

売上高は、右記のとおりで

す。 

  

  

前事業年度の

下期 
2,298,765千円

当中間期 918,186千円

計 3,216,952千円
  

前事業年度の

下期 
2,208,861千円

当中間期 834,430千円

計 3,043,292千円

  

  

───── 

２．減価償却

実施額 

有形固定資産 105,815千円 91,443千円 211,925千円 

無形固定資産 11,598千円 11,154千円 22,937千円 

  
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加株式
数（株） 

当中間会計期間減少株式
数（株） 

当中間会計期間末株式数
（株） 

発行済株式     

 普通株式 3,813,000 － － 3,813,000

合計 3,813,000 － － 3,813,000

自己株式  

  普通株式 32,000 － － 32,000

合計 32,000 － － 32,000

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

1株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年7月27日 
普通株式 56,715 15.00

平成18年 平成18年 

定時株主総会 4月30日 7月28日 

  
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加株式
数（株） 

当中間会計期間減少株式
数（株） 

当中間会計期間末株式数
（株） 

発行済株式     

 普通株式 3,813,000 － － 3,813,000

合計 3,813,000 － － 3,813,000

自己株式  

  普通株式 32,000 － － 32,000

合計 32,000 － － 32,000



２．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

前事業年度（自 平成18年5月1日 至 平成19年4月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

（1） 配当金支払額 

  

      （2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

1株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年7月26日 
普通株式 37,810 10.00

平成19年 平成19年 

定時株主総会 4月30日 7月27日 

  
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数

（株） 
当事業年度末株式数

（株） 

発行済株式     

 普通株式 3,813,000 － － 3,813,000

合計 3,813,000 － － 3,813,000

自己株式  

  普通株式 32,000 － － 32,000

合計 32,000 － － 32,000

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

1株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年7月27日 
普通株式 56,715 15.00

平成18年 平成18年 

定時株主総会 4月30日 7月28日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年7月26日 
普通株式 37,810   利益剰余金 10.00

平成19年 平成19年 

定時株主総会 4月30日 7月27日 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日） 

※現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高と貸借対照

表に記載されている科目の金

額との関係 

      

  （平成18年10月31日現在） （平成19年10月31日現在） （平成19年４月30日現在）
  

  

現金及び預金勘定 

預入期間が3カ月を超える

定期預金 

現金及び現金同等物 

  
1,357,138千円

 

△400,000千円

957,138千円

1,295,209千円

 

△500,000千円

795,209千円

1,856,821千円

 

△400,000千円

1,456,821千円



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年10月31日現在） 

１．時価のある有価証券 

  

２．時価評価されていない主な有価証券 

  

当中間会計期間末（平成19年10月31日現在） 

１．時価のある有価証券 

  

２．時価評価されていない主な有価証券 

  

 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1）その他有価証券 

株式 205,144 269,430 64,285 

合計 205,144 269,430 64,285 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券 

非上場株式 2,000 

合計 2,000 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1）その他有価証券 

株式 354,859 384,348 29,488 

合計 354,859 384,348 29,488 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券 

非上場株式 2,000 

合計 2,000 



前事業年度末（平成19年４月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自平成18年５月１日 至平成18年10月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自平成19年５月１日 至平成19年10月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度（自平成18年５月１日 至平成19年４月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

有価証券 

区  分 種 類 
取得原価
（千円） 

貸借対照表計上額
（千円） 

差  額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

株  式 69,380 158,148 88,768   

債  券 － － －   

小  計 69,380 158,148 88,768   

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

株  式 268,909 239,432 △29,477   

債  券 － － －   

小  計 268,909 239,432 △29,477   

合      計 338,289 397,580 59,291   

区  分 貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 2,000

合   計 2,000



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自平成18年５月１日 至平成18年10月31日） 

 当社は、関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自平成19年５月１日 至平成19年10月31日） 

 当社は、関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度（自平成18年５月１日 至平成19年４月30日） 

 当社は、関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

 



（１株当たり情報） 

 （注） 1株当たり中間（当期）純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

前中間会計期間末 
（平成18年10月31日現在） 

当中間会計期間末
（平成19年10月31日現在） 

前事業年度末 
（平成19年４月30日現在） 

  

１株当たり純資産額 1,120.25円

１株当たり中間純損失 
金額 

75.08円

  

１株当たり純資産額 1,061.79円

１株当たり中間純損失
金額 

123.84円

１株当たり純資産額 1,204.01円

１株当たり当期純利益 
金額 

10.74円

なお、潜在株式調整後1株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後1株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後1株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間

(自 平成18年５月１日 
至 平成18年10月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年５月１日 
至 平成19年10月31日)

前事業年度 
(自 平成18年５月１日 
至 平成19年４月30日)

中間（当期）純損益(△損失)（千円） △283,892 △468,252 40,606 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間(当期)純損益（△
損失）（千円） 

△283,892 △468,252 40,606 

期中平均株式数（千株） 3,781 3,781 3,781 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第19期）（自 平成18年５月１日 至 平成19年４月30日）平成19年７月26日福岡財務支局長に提出。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１月３０日

株式会社マツモト     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  

公認会計士 小川 一夫   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 松本 正一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社マツモトの平成１８年５月１日から平成１９年４月３０日までの第１９期事業年度の中間会計期間（平成 

１８年５月１日から平成１８年１０月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社マツモトの平成１８年１０月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成１８年５月１日から平成１８年１０月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成２０年１月２９日

株式会社マツモト     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  

公認会計士 小川 一夫   印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 松本 正一郎  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社マツモトの平成１９年５月１日から平成２０年４月３０日までの第２０期事業年度の中間会計期

間（平成１９年５月１日から平成１９年１０月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社マツモトの平成１９年１０月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成１９年５月１日から平成１９年１０月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は、従来、役員退職慰労金を支出時の費

用として処理していたが、当中間会計期間から内規に基づく中間期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する

方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 
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